

























































3) 定義の例として、たとえば貿易産業省 (DTI)では、雇用者数に注目し、零細企業 (Microfirm)を9人以下、小
企業 (Smallfirm)を10-49人、中企業(Mediumfirm)を50-249人、 250人以上を大企業と定義している。ま





















資料出所:Bank of England， Quarterly Report on Small 














企業についての年次報告として ISmallFirms in Britain ReportJはあったものの、その中で
利用できる統計データは少なかったc しかし、イングランド銀行は1994年から、中小企業金
融について年次報告として IFinancefor Small FirmsJの定期的な刊行を開始した。これは
2000年で第7回となっているが、自らの保有するデータの分析に加えて、貿易産業省(以下
DTI)や英国銀行協会〈以下BBA)などの刊行物に散在していた各種統計資料も合わせて掲






























7) Bank of England(2000ト1ぺージによる。






















































































9)以下のしおの告|鹿および運割統iこついての静郎、 Storey(1994)、OECD(1995)、8ankof England(2000) 
などを参考にした。
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13) Kon and Storey(2000)は、銀行の不完全審査モデルの梓絡みでま由呆機能を分析したが、そこでしGSの景完警につ
いてもふれている。















































































































業の期待利益を比べてみよう O それらの差をとると、 LGSが企業にとって有利になるのは、
















Po = 1 + r -a 。
(9) 
である。銀行は応募してくる企業の保有する資産が最低要求担保水準C。に達しない場合で、も、
(9)式のPo以上.の成功確率を持つ投資機会で、あれば、 LGSの保証をつけることにより融資を
行うことが有利である。すなわち、この (9)式が銀行の判断する「企業の存続可能性」の基
準となる。
もしLGSの制度が変更され保証割合が高まると、企業の投資が失敗したときに銀行の被る
損失が低下する。よって、銀行はよりリスクの大きい企業へ貸し出しでも正の期待利益を確保
できる。つまり、保証割合が上昇すると保証付き貸出が増加する。この保証割合とLGS貸出
実績の正の相関はCowlingand Clayの観察と一致するO
注意すべき点は、銀行カミLGSに提示する「存続可能性」の判断は、銀行の期待利益に依存
することである。社会的な観点からは、投資計画の存続可能性は、 pR>l+iという条件であ
るから、求離が生じることとなる。
また、 LGSのように企業の存続性が銀行によって判断される制度では、保証割合が高くな
るほど銀行のモラルハザードのおそれが強まることが予想される。すなわち、企業の存続可能
性が基準に達しない場合でもLGSに正確な情報を与えず、保証を承認させる行動である。こ
のような状況は、銀行とLGSの聞に情報の非対称性が存在する場合であり、本稿の設定と異
なる枠組みでの検討が必要になることも指摘しておきたい。
おわりに
イギリスの小企業融資保証制度(LGS)の現状を概観し、他の国の類似の信用保証制度と対
比するとともに、その特徴を簡単な理論モデルで整理した。 LGSの制度的特徴をまとめると、
(1)保証対象企業の範囲が広く、企業に要求されるコミットメントも緩い、
(2) 保証料が高い、
(3) 保証割合が低い、
